
 

貸 借 対 照 表 

(平成 19 年 3 月 31 日現在) 

(単位：千円) 

科   目 金  額 科   目 金  額 
(資 産 の 部) (負 債 の 部) 
流 動 資 産 24,489,644 流 動 負 債 10,957,658
現 金 及 び 預 金 383,056 買 掛 金 7,742,259
受 取 手 形 1,170,683 未 払 費 用 1,851,047
売 掛 金 10,921,688 未 払 法 人 税 等 726,869
商 品 2,071,738 前 受 金 493,434
仕 掛 品 
預 け 金 

346,867
8,602,583

そ の 他 144,049

繰 延 税 金 資 産 1,044,100  
そ の 他 137,849 固 定 負 債 2,742,247
貸 倒 引 当 金 △188,919 退 職給付引当金 2,679,686

 役員退職慰労引当金 62,561
固 定 資 産 3,972,515  
 有形固定資産 2,031,796  負 債 合 計 13,699,904
建 物 479,095  
構 築 物 22,473  
工 具 器 具 備 品 248,516  
土 地 1,281,713  

  
 無形固定資産 82,032 (純 資 産 の 部) 
施 設 利 用 権 37,521 株  主  資  本 14,762,255
ソ フ ト ウ ェ ア 

 
44,510  

資  本  金 1,000,000
 投資その他の資産 1,858,687 利 益 剰 余 金 13,762,255
関 係 会 社 株 式 133,589  利 益 準 備 金 262,500
長 期 貸 付 金 6,572  その他利益剰余金 13,499,755
敷 金 保 証 金 319,405  別 途 積 立 金 10,219,000
繰 延 税 金 資 産 
そ の 他 

1,188,300
210,821

   繰越利益剰余金 3,280,755

  
 
 

 

 純 資 産 合 計 14,762,255
 資 産 合 計 28,462,159 負債及び純資産合計 28,462,159

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

損 益 計 算 書 

（自 平成 18 年 4 月 1日 至 平成 19 年 3 月 31 日） 

                        (単位：千円) 

科      目 金       額 

 42,077,191 売上高 

売上原価 
 35,798,290 

       6,278,901   売上総利益 

販売費及び一般管理費 

 

 3,089,556 

営業利益 

営業外収益 

 

 

3,189,345 

 

受取利息 34,829 

貸倒引当金戻入差益 

雑収益 

46,981 

48,863  

 

 

130,674 

営業外費用   

  支払利息 114  

雑損失 161,503 161,617 

経常利益  3,158,401 

特別利益   

投資有価証券売却益 

関係会社株式売却益 

子会社清算益等 

2,687 

56,230 

1,037,324 

 

 

 

1,096,241 

特別損失 － － 

   

   

税引前当期純利益  4,254,642 

法人税、住民税及び事業税 1,242,024  

法人税等調整額 132,900 1,374,924 

当期純利益  2,879,718 

 

 

 



個 別 注 記 表 

 

［継続企業の前提に関する注記］ 

  該当事項はありません。 

 

［重要な会計方針に係る事項に関する注記］ 

 （１）資産の評価基準及び評価方法 

     ①有価証券の評価基準及び評価方法 

      子会社株式・・・・・・移動平均法による原価法 

      その他有価証券 

      時価のあるもの・・・・決算日の市場価格等に基づく時価法 

                  評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定  

時価のないもの・・・・移動平均法による原価法 

②たな卸資産の評価基準及び評価方法 

 商品・・・・・・・・・移動平均法による原価法 

      仕掛品・・・・・・・・個別法による原価法 

 

（２）固定資産の減価償却の方法 

     ①有形固定資産 

定率法によっております。 

       なお、平成 10 年 4 月 1日以降に取得した建物（建物付属設備を除く）につ

いては定額法を採用しております。 

      主な耐用年数は以下のとおりです。 

      建物・・・・・・23～34 年 

      構築物・・・・・4～8年 

      工具器具備品・・5～8年 

②無形固定資産 

      定額法によっております。 

       なお、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能期

間（5年）に基づく定額法によっております。 

 

（３）引当金の計上基準 

①材料損失引当金・・・たな卸資産の経年劣化による損失に備えるため、たな

卸資産の保有期間に応じて必要額を計上しております。 

 



②貸倒引当金・・・・・・債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額

を計上しております。 

 

      ③退職給付引当金・・・・従業員への退職給付に備えるため、当事業年度末にお

ける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計

上しております。 

過去勤務債務については、その発生時の従業員の平均

残存勤務期間（13 年～16 年）による定額法により費

用処理しております。 

数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存

勤務期間（15 年）による定額法により、翌事業年度か

ら費用処理することとしております。 

 

④役員退職慰労引当金・・役員に対しての退職慰労金の支給に備えるため、当社

内規に基づく当事業年度末要支給額を計上しておりま

す。 

 

（４）その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

   ①リース取引の処理方法・・・所有権移転外ファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 

 

    ②消費税等の会計処理・・・・消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式に

よっております。 

 

［会計処理の変更］ 

（１）役員賞与に関する会計基準 

   当事業年度から「役員賞与に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成 17

年 11 月 29 日 企業会計基準第 4号）を適用しております。 

この結果、従来の方法に比べて、営業利益、経常利益及び税引前当期純利益が

15,000 千円減少しております。 

 

 

 



（２）貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準 

   当事業年度から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計

基準委員会 平成 17 年 12 月 9 日 企業会計基準第 5 号）及び「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準委員会 平成

17 年 12 月 9 日 企業会計基準適用指針第 8号）を適用しております。なお従来

の資本の部の合計に相当する金額は 14,762,255 千円であります。 

 

［貸借対照表に関する注記］ 

（１）資産に係る引当金を直接控除した金額 

商品から控除されている材料損失引当金の額・・・458,364 千円 

（２）有形固定資産の減価償却累計額・・・・・・・・2,136,374 千円 

（３）保証債務 

従業員住宅資金融資の保証・・・・・・・・・・・350,662 千円 

（４）輸出手形割引高・・・・・・・・・・・・・・・・・・291 千円 

（５）関係会社に対する短期金銭債権・・・・・・・ 11,248,465 千円  

（６）関係会社に対する短期金銭債務・・・・・・・  5,191,511 千円 

（７）期末日満期手形の会計処理方法 

   期末日満期手形の会計処理については、当事業年度末日は金融機関の休日であり

ましたが、満期日に決済が行われたものとして処理しております。当事業年度末

満期手形の金額は次の通りであります。 

   

受取手形残高・・・・・・・・・・1,170,683 千円 

   決済処理した期末日満期手形・・・・191,687 千円 

 

［損益計算書に関する注記］ 

（１）関係会社との取引高 

   売上高・・・・・・・・・・8,317,878 千円 

   仕入高・・・・・・・・・ 14,641,681 千円 

   その他の営業取引高・・・・・ 61,178 千円 

営業取引以外の取引・・・・1,292,756 千円 

 

［税効果会計に関する注記］ 

繰延税金資産の発生の主な原因は、未払賞与及び退職給付引当金の否認であります。 

 

［リースにより使用する固定資産に関する注記］ 

  貸借対照表に計上した固定資産のほか、事務機器、車輌等については所有権移転外



ファイナンス・リース契約により使用しております。 

 

［関連当事者との取引に関する注記］ 

 （注）取引条件ないし取引条件の決定方針 

1.サービス役務・部品の販売については、一般取引条件と同様に決定しており

ます。 

     2.資金の預入は、当社と㈱日立ハイテクノロジーズの間で基本契約を締結して

いるものであります。利息については、市場金利を勘案して決定しておりま

す。 

         3.上記金額のうち、取引金額は消費税等を含まず、残高は消費税等を含んでお

ります。 

 

［１株当たり情報に関する注記］ 

  １株当たり純資産額   7,381 円 13 銭 

  １株当たり当期純利益  1,439 円 86 銭 

 

［重要な後発事象に関する注記］ 

   該当事項はありません。 

 

［その他の注記］ 

   記載金額は千円未満を四捨五入して表示しております。 

 

 

 

役員の兼任等 事業上の関係

親会社 ㈱日立製作所 被所有　間接100％ なし
ｻｰﾋﾞｽ役務
・部品の売買

ｻｰﾋﾞｽ役務・
部品の販売 1,778,324 売掛金 1,041,630
ｻｰﾋﾞｽ役務・
部品の販売 6,539,554 売掛金 1,588,335

部品の購入 14,548,111 買掛金 4,948,016

資金の預入 2,296,374

利息の受取 29,063

属性 会社等の名称
議決権等
の所有割合

取引の内容

(単位：千円)

関係内容
取引金額 科目 期末残高

預け金 8,602,583

親会社 ㈱日立ハイテクノロジーズ 被所有　直接100％
ｻｰﾋﾞｽ役務
・部品の売買

2人




